様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　２０２４年３月１３日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）  だいいちこうぎょうせいやく
一般事業主の氏名又は名称   第一工業製薬株式会社
（ふりがな）       やまじ なおき       
（法人の場合）代表者の氏名  　山路　直貴   印   
住所　〒６００－８８７３　京都府京都市下京区西七条東久保町５５番地

法人番号　　　7130001017809　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書（DKSレポート2023）

	公表日
	2023年10月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 統合報告書（DKSレポート2023）：https://www.dks-web.co.jp/rc_pdf/rc2023.pdf
DKSグループの価値創造プロセス（4頁）
DXへの取り組み（40頁）

	記載内容抜粋
	1 統合報告書（DKSレポート2023）
・ DKSグループの価値創造プロセスについて
DKSグループの価値創造プロセスでは、DXへの取り組みとして企業文化を変革し、最も価値のある解を提案するメーカーに変革することを宣言している。
・DXへの取り組みについて
DXへの取り組みで、全社でのDXプロジェクトの基本構想や具体的な取り組み事例を発表している。
企業文化の変革のため、デジタルロードマップを示し、2030年までにDXで取り組む方向性を示している。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	記載事項（中期経営計画）は取締役会にて承認された内容である。中期経営計画は意思決定機関の承認を得た公表媒体であり、取締役会は、取締役会規則に従い、会社の業務執行について基本的事項又は重要事項にかかわる意思決定を行う。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書（DKSレポート2023）
2 ～データサイエンスを活用した事業推進と価値創造、SDGs「質の高い教育をみんなに」の実現に向けて～滋賀大学と包括連携協定を締結しました
3 DX プロフェッショナル人材を独自プログラムで育成強化
人的資本を重要視しサステナブル経営をめざします！
4 組織変更及び人事異動に関するお知らせ

	公表日
	1 統合報告書（DKSレポート2023）　2023年10月1日
2 プレスリリース　2022年5月27日
3 プレスリリース　2022年10月31日
4 プレスリリース　2022年2月22日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 統合報告書（DKSレポート2023）：https://www.dks-web.co.jp/rc_pdf/rc2023.pdf
記載箇所：19頁
2 ウェブサイト（ニュース一覧 2022/05/27）：https://www.dks-web.co.jp/updata/n_pdf/20220527.pdf
3 ウェブサイト（ニュース一覧 2022/10/31）：https://www.dks-web.co.jp/updata/n_pdf/20221031.pdf
4 ウェブサイト（ニュース一覧 2022/2/22）：https://www.dks-web.co.jp/updata/n_pdf/2022022203.pdf

	記載内容抜粋
	1 2021年に全社DXプロジェクトを立ち上げ、DXプロジェクトの基本構想「経営者視点のDX：企業文化をお客さま視点、収益視点、全体最適視点に変革」を進めています
中期経営計画「FELIZ 115」の概要の3年間の振り返りにおいて、全社横断のデータドリブン経営の基盤構築が進みました
DKS統合業務管理システム開発を通して、デジタルバリューチェーン改革と働き方のデジタル化に着手しています
2 ビッグデータを利活用した共同研究による課題解決、若手研究員のデータサイエンス人材育成、事業推進と価値創造実現

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	記載事項（中期経営計画およびプレスリリース）は取締役会にて承認された内容である。中期経営計画は意思決定機関の承認を得た公表媒体であり、取締役会は、取締役会規則に従い、会社の業務執行について基本的事項又は重要事項にかかわる意思決定を行う。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 DX プロフェッショナル人材を独自プログラムで育成強化
人的資本を重要視しサステナブル経営をめざします！
記載箇所：プレスリリース 2022年10月31日
2 組織変更及び人事異動に関するお知らせ
記載箇所：プレスリリース 2022年2月22日
組織変更及び人事異動に関するお知らせ
１．組織変更の狙い
記載箇所：1頁

	記載内容抜粋
	1 サステナブル経営の前提条件として人的資本を重要視しています。特に、DX 人材育成には研修の充実化と推進に注力し社内改革を進めています。このたび、当社および株式会社インソース、株式会社インソースデジタルアカデミーの 3 社協働でデータサイエンティスト（ビッグデータからビジネスに活用する知見を引き出す専門家）の社内育成を独自プログラムで本格的に開始することになりました。これにより、データサイエンスを活用した事業推進、価値創造をさらに加速し、持続可能な企業体をめざします。
2 (1)中期経営計画「FELIZ115」の3年目となる2022年4月から、2025年3月期の目標を実現し、次期中期経営計画「SMART2030(仮)」に向けた組織体制とする。
管理本部にITインフラとDXを推進するデジタル戦略部を設置する



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書（DKSレポート2023）：https://www.dks-web.co.jp/rc_pdf/rc2023.pdf 
　　　P40：DKS2030デジタルロードマップ

	記載内容抜粋
	当社ではDX戦略を「デジタルバリューチェーン」「働き方のデジタル化」「データ利活用（収益最大化、機会学習）」と位置付け、それらを実践するため環境を整備する。バリューチェーンの変革のための環境整備としてDKS統合業務管理システム開発を推進する。データ利活用によって収益最大化のための環境整備として経営情報プラットフォームを構築する。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	有価証券報告書（事業年度　2022年度）

	公表日
	2023年6月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	有価証券報告書（事業年度　2022年度）
https://www.dks-web.co.jp/ir/img/annual_security_report_2023_3.pdf・人材育成プログラムではDX受講者割合を人的資本の重要指標と位置付け、報告している。

	記載内容抜粋
	DX人材育成プログラム受講者割合に2022年度実績を明示
記載箇所：15頁



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2021年10月
2 2021年6月25日

	発信方法
	1 統合報告書（DKSレポート2021）：https://www.dks-web.co.jp/rc_pdf/rc2021.pdf 
CEOメッセージ（16～21項）
2 社報 TACT（拓人）No.597
：別途添付　トップインタビュー記事　記載箇所：1～4頁
※社報TACTは、取引先、株主、地域団体など当社関係先に配布している冊子。年4回発行

	発信内容
	以下の文書で会長兼社長のメッセージとして発信している。
1 統合報告書（DKSレポート2021）
生産部門ではデータドリブン、定量的な数字で行動を管理する手法が定着、営業部門では製品軸から顧客軸への転換が浸透したこと、管理部門ではDXに加えてGXに、AIを活用することによって管理強化に動き出していることに言及している。
2 社報 TACT（拓人）No.597
生産本部ではスマート化を意識しスピードが劇的に向上したこと、研究本部にはMIでデジタル技術による材料開発の高度化、効率化を進めるためにMI推進部を設置、全社的にもDXを推進し追究し続けるスマート・ケミカルメーカーを実現すると言及している。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2022年10月頃　～2023年6月頃

	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマット提出




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	[bookmark: _Hlk160029111]実施時期
	2022年10月頃　～現在

	実施内容
	・「情報セキュリティ規定」を制定し、運用しており、当該規定の見直しを実施しています。
・当社グループのリスク管理は、担当する執行役員を委員長とし、各部門および関係会社の代表者で構成されるリスクマネジメント統制委員会を定期的に開催して計画的に活動を進めています。
・社内において情報セキュリティ方針、対策基準および実施手順を定め、情報セキュリティを確保するための体制を構築しています。内部統制システムの重要性を認識し、内部監査室による内部監査と監査法人による外部監査を毎年実施しています。
《補足》
セキュリティに関わるトラブル（軽微なものも含め）を報告する仕組みを構築し、運用している。報告されたトラブルは適宜必要な対策を実施。
・情報セキュリティポリシーの開示
実施内容の補足資料：統合報告書 https://www.dks-web.co.jp/rc_pdf/rc2023.pdf
記載箇所：情報セキュリティポリシー 45頁
社内シェアポイント「情報セキュリティ」
リスク管理システムに基づく「新たなリスクの洗い出し」



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

